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ドに比べて割高になっており、このことが普及が進まない大きな原因になっている。産業、教

育、娯楽などへのインターネット利用の可能性についても十分には検討されていない。

　　島嶼国における電気通信分野の所有形態は政府の機関であるか、公社、または海外の電気通

信会社とのジョイントベンチャーであるが、いずれも政府の強い関与がみられる。大洋州で電

気通信事業が民営化され、自由競争になっているのはオーストラリアとニュー・ジーランドだ

けである。フィジーとパプア・ニューギニアでは公社から政府が主株主の株式会社に移行する

過程にあり、数年の猶予期間が与えられた後、国際的な自由競争に移行していく状況にある。

　２－２－２　水産分野

　　大洋州島嶼国において水産の果たす役割はきわめて大きい。この地域では沿岸の珊瑚礁域で

の自給自足的な零細漁業と、沖合いのマグロ類資源を狙った輸出主体の企業型漁業の２極に分

かれている。

　沖合いのマグロ資源は外国船から入漁料を徴収して外貨獲得に大きく貢献しているが、最近

では徐々に合弁企業や自国船による漁獲への転換によって水産業の育成を図ろうとする国も増

えてきている。

　零細漁民の一部は余剰漁獲物を都市部の市場で販売したり、ハタやタイといった高級輸出魚、

ナマコや貝の特産品を積極的に漁獲したりして現金収入を得るようになってきている。

　自給自足的な漁業には女性や子供による採貝活動も含まれる。島嶼国における魚介類の消費

は１人当たり年間40kgと推測され、重要な動物たんぱく供給源となっている。

　　しかし、珊瑚礁域の水産資源は脆弱なこともあり、漁獲効率の向上による漁獲量の急増、ダ

イナマイトや毒を用いた破壊的な漁法の導入などにより資源状況が悪化してきている。これま

での、漁業技術を向上させ船の馬力をサイズを大きくして漁獲量を増やすことを主眼とした漁

業から、沿岸の珊瑚礁資源を保全し、持続性をもった漁獲を行い、いかに無駄をなくし、付加

価値をつけて販売できるような形にもっていくかが課題である。資源の管理についても漁民自

らが水産資源を育む環境を守り、資源の保全を図ることに重点が移りつつある。枯渇した資源

の増強には増養殖の技術が生かされており、人為的にも資源回復に取り組んでいく試みが始ま

っている。また、海藻など未利用資源の開発も盛んになっていくと思われる。
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ー）、研修員所属機関（パプア・ニューギニア漁業公社、フィジー水産局など）、関連機関、研修

修了者に対するインタビュー調査を行った。ローカルコンサルタントは、帰国研修員に対する質

問票の発送、回収した質問票の解析を行い、パプア・ニューギニアの研修員との補足インタビュ

ー、マスコミでの報道状況、資料収集を加え報告書を作成した。

　評価PDMを表４－３に示す。
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